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化学物質と環境に関する政策対話の概要
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 様々な主体による意⾒交換と合意形成を⽬指す場として、「化学物質と環境に関する政策対話」を設
置。学識経験者、市⺠団体・NGO、労働団体、産業界、⾏政からなるメンバーにおいて、平成24
年以降、現在までに21回を開催（1年に１〜２回ペースで開催）。

 2023年９⽉に、多様な分野、多様な主体による化学物質管理の⾃主的な枠組みであるGFC（化
学物質に関するグローバル枠組み）が採択されたことから、第19回〜第20回と、GFC国内実施計画
策定に合わせた議論を⾏い、「GFCの国内実施に向けた各主体の主な貢献」として、各主体の取組
等を集約した。

 なお、GFC国内実施計画は2025年４⽉に策定・公表され、 「GFCの国内実施に向けた各主体の
主な貢献」については付属書Aとして取り⼊れられている＊。

＊GFC国内実施計画ならびに付属書AはこちらのURLからご覧いただけます。
https://www.env.go.jp/chemi/gfc.html
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本年度化学物質と環境に関する政策対話のメンバー
 労働団体・産業界、⾏政は、各団体から代表者に参加いただいている経緯から、⼈事異動に伴いメンバー交代

が定期的に発⽣（交代メンバー︓緑字）
学識経験者

⼤学共同利⽤機関法⼈ ⼈間⽂化研究機構 総合地球環境学研
究所 基盤研究部 教授

浅利 美鈴

国⽴⼤学法⼈ 横浜国⽴⼤学 ⼤学院環境情報研究院 教授⻲屋 隆志

国⽴研究開発法⼈ 国⽴環境研究所 ⽣物多様性領域 ⽣態リスク
評価・対策研究室 特命研究員

五箇 公⼀

国⽴⼤学法⼈ 東京科学⼤学 環境・社会理⼯学院 教授村⼭ 武彦

市⺠
主婦連合会 環境部⻑・参与有⽥ 芳⼦

オーフス条約を⽇本で実現するNGOネットワーク 事務局⻑橘⾼ 真佐美

ジャーナリスト・環境カウンセラー崎⽥ 裕⼦

特定⾮営利活動法⼈ 有害化学物質削減ネットワーク 理事槌⽥ 博

特定⾮営利活動法⼈ ダイオキシン・環境ホルモン対策国⺠会議
代表理事

中下 裕⼦

学校法⼈熊本学園 熊本学園⼤学 教授中地 重晴

⼀般社団法⼈ 環境パートナーシップ会議 マネージャー江⼝ 健介

労働団体
⽇本労働組合総連合会 経済・社会政策局 局⻑⼭⼝ 博⾂

⽇本化学エネルギー産業労働組合連合会藤原 美典

産業界

⼀般社団法⼈ ⽇本⾃動⾞⼯業会 環境技術・政策委員会
製品化学物質管理部会 副部会⻑

岩崎 雅彦

⼀般社団法⼈ ⽇本化学⼯業協会 新規課題対応ワーキンググ
ループ 主査

的場 好英

⼀般社団法⼈ ⽇本化学⼯業協会 常務理事須⽅ 督夫

⽇本⽯鹸洗剤⼯業会 専務理事髙岡 弘光

⽇本⽯鹸洗剤⼯業会 環境・安全専⾨委員会（委員）⻑⾕ 恵美⼦

アーティクルマネジメント推進協議会 運営委員⻑⼭⽥ 春規

⾦融

国⽴⼤学法⼈ 政策研究⼤学院⼤学 教授⽵ヶ原 啓介

⾏政

埼⽟県環境部 ⼤気環境課 課⻑⼩ノ澤 忠義

厚⽣労働省 医薬局 医薬品審査管理課 化学物質安全対策
室⻑

林 亜紀⼦

厚⽣労働省 労働基準局 安全衛⽣部 化学物質対策課⻑中野 響

農林⽔産省 ⼤⾂官房 環境バイオマス政策課⻑⽊村 崇之

経済産業省 産業保安・安全グループ 化学物質管理課⻑⼤本 治康

環境省 ⼤⾂官房 環境保健部 化学物質安全課⻑塚⽥ 源⼀郎



第20回政策対話（令和6年11⽉12⽇開催）の結果ー懸念課題の抽出・議論
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 第20回政策対話では、「懸念課題」（GFC戦略的⽬的C）をテーマとして取り上げ、事前アンケートを実施し
て、委員からの意⾒収集を⾏った。

【第21回政策対話資料1より抜粋】



第20回政策対話の結果ー懸念課題の抽出・議論（事前アンケート結果の集約表）
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個別物質個別物質 情報伝達情報伝達

評価⼿法評価⼿法
適正管理・
リスクコミュ
ニケーション

適正管理・
リスクコミュ
ニケーション

• 化学物質情報の⾮対称性が循
環型経済への移⾏の阻害要因
となる懸念
• 製品中化学物質情報の精度低
• 国内外、業界横断で利⽤できる
情報伝達ツールの不在
• 資源循環情報伝達の共通ツー
ルの不在
• 化学物質情報の製品表⽰の徹
底と活⽤

• 化学物質グループ化評価
• New Approach 
Methodologies (NAMs)の
実装における法整備
• 国内での化学物質ライフサイクル
想定した環境排出係数の精緻
化

• 環境配慮設計基準のためのリサ
イクル素材へのアクセス、使⽤に
関する啓発・対話
• 事業者による化学物質管理の
適正化
• リスコミへのエコチル調査結果の
活⽤可能性
• 労働者の安全衛⽣教育

• 企業による化学物質管理の⾦融市場における評価
• 化学物質リスク評価研究界と⽣物多様性保全研究

界との連携遅れ
• 欧州ECHAのHot topicsで挙った課題に関する⽇本

での議論の必要性

• 地球環境三⼤問題(温暖化/汚染/⽣物多様性劣化)と
化学物質管理との関連性の各研究業界との連携

• 化学品安全に関する⼈材の育成
その他

• マイクロプラスチック/海洋プラスチックゴミ/ナノプラスチック
• プラ資源循環システムでの有害物質の存在と挙動
• ⽔環境で検出される医薬品や洗剤等のPPCPs*

• PFAS
• 内分泌かく乱化学物質
• ネオニコチノイド系、有害性の⾼い農薬
• 農薬など化学物質の環境中曝露に
よる⽣物多様性影響評価の遅れ
• ⽔銀ライフサイクル管理の国際連携
• 国内外における窒素管理
• カーボンニュートラルを⽬指す上で必要
不可⽋な物質の有無とそれらの禁⽌
• 放射性化学物質

*Pharmaceuticals and Personal Care Products:
医薬品や化粧品など⾝体ケア製品由来の化学物質
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令和7年度の政策対話（第22、23回）の進め⽅について

• 第20回（前々回）政策対話での御議論を踏まえ、各主体の関⼼が⾼かった、それぞれの取組
の相乗効果が期待されるといった観点から以下の５つのトピックを抽出。

• 第21回（前回）政策対話では、⽣物多様性と化学物質管理をテーマとし、各メンバーから提起さ
れた課題・事例等について、国⽴環境研究所 五箇座⻑の下、活発な意⾒交換が⾏われた。

トピックNo.
⽣物多様性と化学物質管理1

情報伝達・情報開⽰2

リスクコミュニケーション3
災害・事故時の化学物質等漏出・流出・⾶散等対応４
労働者のばく露対策５

 今後も上記トピックを⼀つずつ取り上げていくこととなった。
 先⽇の準備会合において、本年度開催回のテーマが決定された。

第22回政策対話（7⽉）テーマ 第23回政策対話（12⽉）テーマ
情報伝達・情報開⽰
（座⻑︓浅利先⽣)

リスクコミュニケーション
（座⻑︓村⼭先⽣）



【参考】 化学物質に関するグローバル枠組み（GFC）国内実施計画
 GFCは、2023年9⽉に採択された、ライフサイクルを通じた化学物質管理に関する⾃主的な国際枠組み。5つの

戦略的⽬的と その達成のために28の個別ターゲットが設定されている。
 2025年4⽉に策定されたGFC国内実施計画＊は、我が国でのGFCの実施推進のために、GFCのビジョン・戦略

的⽬的・ターゲットの達成を⽬標として、今後の政府の具体的な取組事項を整理したもの（下図ご参照）
＊ URLリンク︓https://www.env.go.jp/content/000311365.pdf


